〈消費税廃止各界連〉

08年４月定例行動の宣伝用スポット（08年４月19日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税大増税に反対する宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。

この４月から消費税が実施されて20年目に入りました。

20年前、自民党は「福祉のため」「社会保障のため」といって消費税の導入を強行しました。しかし、はたして福祉や社会保障は充実されてきたでしょうか。

　この間、福祉や社会保障の改悪につぐ改悪がなされ、４月１日からは75歳以上のお年寄りを差別し、医療は制限し保険料や自己負担は増やすと言う「後期高齢者医療制度」が強行実施されました。各地で、保険証が届かなかった、保険料の計算が間違っていたという混乱が起きるとともに、保険料の値上がりや年金天引きに対して大きな怒りの声が上がっています。自民党議員からさえ、この制度の「見直し・廃止」を求める声が出ています。
07年度末までに国民が支払った消費税は１８８兆円ですが、大企業の法人税などは１５９兆円も減税になりました。消費税が福祉のためではなく、大企業の減税の穴埋めに使われたことがはっきりと示されています。ここまで社会保障を悪くしておきながら、いままた、「社会保障のため」といって消費税増税を言うのは、あまりにも国民をばかにした話ではないでしょうか。

みなさん。国民生活の状態はどうでしょうか。この間９年連続で給料が減るなど、暮らしはますます厳しくなっています。非正規社員は増大、年収２００万円以下の人は１０００万人を超えました。また、原油高・原材料高で低所得者、高齢者、零細企業は大変な苦労をしています。「構造改革」により、貧困と格差がいっそうすすみ、毎年２２００億円も社会保障予算を削るという冷酷な政府の福祉破壊により、国民のあちこちから悲鳴が上がっています。
一方、もうかったのは大企業です。２００６年の資本金10億円以上の大企業の経常利益は32兆８千億円とバブル期を大きく上回り、過去最高となりましたが、納めた税金は横ばいです。これは法人税率を10％以上も引き下げているからです。株でもうける人にも本来20％の税率を10％にするという軽減税率を続けています。これこそ、弱者には自己責任を押しつけ、強いものは政府をあげて応援するという、「逆立ち」政治の姿ではないでしょうか。この上に、消費を冷やす最悪の大衆課税であり、弱者に重いという逆進性があり、中小企業の営業破壊税である、消費税を増税するというのは、まったく最悪の選択でしかありません。

みなさん。いま、やるべきは、消費税増税ではなく、むしろ減税で庶民の消費を応援することです。そして大企業・大資産家に「もうけにふさわしい税金を負担してもらうこと」です。庶民の定率減税をなくしたのですから、引き下げた法人税と所得税の最高税率を元に戻し、証券軽減税率を廃止することなどは、当然ではないでしょうか。
官僚と商社の癒着で水増しが明らかになった防衛予算は約５兆円も使われています。沖縄の米軍をグアムに移転するために７千億円の支出を決め、さらに米軍再編などに３兆円以上も出そうとしています。政府は米軍へ無料給油するための「新テロ特措法」、年間２０００億円にものぼる「思いやり予算」を強行し、海外へ自衛隊を自由に出せる「海外派兵恒久法｣の制定も狙っています。アメリカより日本国民の生活こそ真剣に思いやるべきではないでしょうか。
福田首相が道路特定財源を09年度から一般財源にする、と表明して「与野党協議機関」が発足しましたが、一般財源化は今年度からただちにやるべきです。期限切れしたガソリン税などの暫定税率を復活させる法案も強行はやめ、暫定税率をこのまま廃止すべきです。

このように、当たり前のことから始めていけば、社会保障制度を拡充しながら、国の財政を再建する道も見えてきます。
いまこそ、「消費税増税ノー」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。消費税廃止各界連絡会がすすめている署名にご協力ください。
